
1 
 

 

 

 

 

港湾局が所管する外郭団体の協約マネジメントサイクル 

に基づく評価結果等について 
 
 

本市では、各外郭団体が一定期間における主要な経営目標を本市との「協約」として掲

げ、経営の向上を促進する「協約マネジメントサイクル」の取組を進めています。 

27 年度から各団体において取組を進めている「協約」について、横浜市外郭団体等経営

向上委員会（以下、経営向上委員会）による評価を実施しました。 

また、横浜港埠頭株式会社は、平成 28 年１月に横浜川崎国際港湾株式会社の設立に伴い

事業分割したことから、このたび団体経営の方向性等について経営向上委員会にご審議い

ただき、新たな協約の案を作成しました。 

 

 

１ 団体経営の方向性（団体分類） 

港湾局が所管する外郭団体は次のとおり分類されております。 
 

団体経営の方向性（団体分類） 団体数 団体名 

統合・廃止の検討を行う団体 － － 

民間主体への移行に向けた取組を進める団体 ２団体 
(株)横浜港国際流通センター 

横浜ベイサイドマリーナ（株） 

事業の再整理・重点化等に取り組む団体 － － 

引き続き経営の向上に取り組む団体 ２団体 
（公財）帆船日本丸記念財団 

横浜港埠頭(株) 

 

 

２ 協約期間 

平成 27～29 年度 

※横浜港埠頭(株)は団体の中期経営計画期間と合わせた平成 28 年～29 年度 

国 際 ・ 経 済 ・ 港 湾 委 員 会 

平 成 ２ ８ 年 １ ２ 月 １ ３ 日 

港 湾 局 
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３ 総合評価結果等 
 
(1) 民間主体への移行に向けた取組を進める団体 

 

  ア （株）横浜港国際流通センター 
 

団体経営の方向性 民間主体への移行に向けた取組を進める団体 

協約期間 平成 27～29 年度 
 
 ①協約の取組状況 

協
約
の
取
組
状
況
（
抜
粋
） 

公益的使命の 

達成に向けた 

取組 

取組 25 年度実績 27 年度実績 29 年度目標 進捗状況 

物流棟入居率 
100％ 

(H25 年度末) 

100％ 

(年平均) 

97％ 

(年平均) 
順調 

事務所棟入居率 
79％ 

(H25 年度末) 

75％ 

(年平均) 

80％ 

(年平均） 
やや遅れ 

民間主体の 

運営に向けた 

取組 

取組 25 年度実績 27 年度実績 29 年度目標 進捗状況 

累積損失の削減 
繰越損失 

3,019 百万円 

繰越損失 

2,534 百万円 

繰越損失 

2,424 百万円 
順調 

財務の改善に 

向けた取組 

取組 25 年度実績 27 年度実績 29 年度目標 進捗状況 

借入金残高削減 10,310 百万円 8,433 百万円 6,166 百万円 順調 

業務・組織の 

改革 

取組 25 年度実績 27 年度実績 29 年度目標 進捗状況 

自主・自立的な経営

を見据えた組織体制

の強化 

- 
固有職員 

１名採用 

管理ポスト適正化 

専門的能力向上、

ノウハウ蓄積のた

めの固有職員採用 

順調 

 
 ②協約目標設定後に生じた課題等 

協約目標設定後に

生じた課題等 

 横浜港流通センターは、今年開業 20 年目を迎えました。 

27 年度に新たに作成した長期修繕計画に基づき、利用者の立場に立った施設管理に

引き続き取り組むとともに、立地のよさや安全で効率的な施設である優位性をアピ

ールしていきます。 

  
③評価結果及び助言等 

評
価
結
果
及
び
助
言
等 

評価結果 引き続き取組を推進 

委員会助言 

 協約の取組については、主要目標の「事務所棟入居率」向上についてやや遅れが

あるが、「累積損失の削減」が着実に進むなど、概ね順調に取り組まれている。また、

他に団体の経営状況に新たな課題は認められない。 

 引き続き、収益性の向上に努めるとともに、団体の財務状況や資産価値の検証を

進め、今後、民間主体への移行に向けた具体的な取組を進める時機を見定めていく

必要がある。 

評価結果を受

けた所管局・団

体の振り返り 

これまでも入居率の改善による単年度黒字化、借入金残高の圧縮、固有職員の確

保を進め、一定の成果を上げてきました。安定経営の根幹である物流棟入居率は

100％の入居を維持したほか、遅れが見られていた事務所棟入居率についても 28 年

度は目標である 80％に到達する見込みであり、協約目標達成のための取組は順調に

進捗しています。また、借入利子圧縮のための利率交渉等に取組み、累積損失の削

減目標を前倒しで達成するなど、着実に財務状況の改善が図られています。引き続

き高い入居率の維持に努め、民間経営への移行に向けた取組の時機を見定めてまい

ります。 
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イ 横浜ベイサイドマリーナ(株) 
 

団体経営の方向性 民間主体への移行に向けた取組を進める団体 

協約期間 平成 27～29 年度 
 

①協約の取組状況 

協
約
の
取
組
状
況
（
抜
粋
） 

公益的使命の 

達成に向けた 

取組（１） 

取組 25 年度実績 27 年度実績 29 年度目標 進捗状況 

放置艇受入区画の 
確保 

常時 200 区画 

(市内全放置艇数

までを累積上限) 

常時 200 区画 

(市内全放置艇数

までを累積上限) 

常時 200 区画 

(市内全放置艇数

までを累積上限) 

順調 

公益的使命の 

達成に向けた 

取組（２） 

取組 25 年度実績 27 年度実績 29 年度目標 進捗状況 

マリン体験の開催 
企画 150 回 150 回 158 回 順調 

民間主体の運営

に向けた取組 

取組 25 年度実績 27 年度実績 29 年度目標 進捗状況 

初期投資への借入金
の償還完了 727,526 千円 110,598 千円 0 千円 順調 

 
 ②協約目標設定後に生じた課題等 

協約目標設定後に

生じた課題等 

船舶所有者の高齢化や施設の経年劣化などの課題があるなかで、係留契約隻数や

売上高は概ね順調となっています。 

今後、中期ビジョンや中期経営計画に掲げる「施設の充実」、「社員の育成・成長」、

「マリンソフトの拡充」、「健全経営」を推進していきます。 

  
③評価結果及び助言等 

評
価
結
果
及
び
助
言
等 

評価結果 引き続き取組を推進 

委員会助言 

協約の取組目標については順調に取り組まれている。また、他に団体の経営状況

に新たな課題は認められず、28 年度中に、初期投資への借入金の償還が完了する見

通しとなった。 

 今後は、民間主体への移行に向けて、早期に市の出資率の低下に向けた調整を進

めていく必要がある。また、民間のアイデアを活かした施設の有効活用の検討等、

公民協働の取組が望まれる。 

評価結果を受

けた所管局・団

体の振り返り 

協約の取組については、概ね順調に進められることができました。特に初期投資

への借入金償還については、目標年度の１年前倒しとなる平成 28 年度中に完了する

見込みです。 

今後は、民間主体への移行に向けて、放置艇対策等の公益的使命を果たすための

本市の一定の関与を継続しつつ、出資率を引下げる具体的な調整を進めます。 
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 (2) 引き続き経営の向上に取り組む団体 
 

 ア（公財）帆船日本丸記念財団 
 

団体経営の方向性 引き続き経営の向上に取り組む団体 

協約期間 平成 27～29 年度 
 
①協約の取組状況 

協
約
の
取
組
状
況
（
抜
粋
） 

公益的使命の 

達成に向けた 

取組 

取組 25 年度実績 27 年度実績 29 年度目標 進捗状況 

日本丸メモリアル 

パーク来場者数 

138 万人 
127 万人 138 万人 138 万人 順調 

財務の改善に向

けた取組及び 

業務・組織の 

改革 

取組 25 年度実績 27 年度実績 29 年度目標 進捗状況 

経営の効率化と 

効果的な執行 

指定管理料 

304 百万円 
303百万円 300 百万円 順調 

 
 ②協約目標設定後に生じた課題等 

協約目標設定後に

生じた課題等 
特になし 

  
③評価結果及び助言等 

評
価
結
果
及
び
助
言
等 

評価結果 引き続き取組を推進 

委員会助言 

協約の取組目標については順調に取り組まれている。但し、継続して経常損失と

なっており、団体の事業の効率化や自主事業収益の拡大、さらに中期的視野に立っ

た各部門の事業の最適な実施方法の検討について、市と団体とが一体となって計画

的な取組を進める必要がある。 

評価結果を受

けた所管局・団

体の振り返り 

協約の取組は、概ね順調に進めることができました。今後とも、引き続き経営の

向上に取り組むため、各部門の事業の効率化を行うこと、また、収益増につながる

魅力ある事業の実施の方策について、団体と市がそれぞれの役割を果たしてまいり

ます。 

 

 

 

※委員会による各団体の評価結果は、以下の４つの評価分類から、団体ごとに決定しています。 

①引き続き取組を推進  ②取組の強化や課題への対応が必要 

③協約の見直しが必要  ④団体経営の方向性の見直しが必要   
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イ 横浜港埠頭（株）の団体経営の方向性及び協約案 
 
①経営向上委員会の答申の概要 

答
申
の
概
要 

団体経営の方向性 

（団体分類） 
引き続き経営の向上に取り組む団体 

方向性に関する意見 

横浜川崎国際港湾株式会社との役割の整理を踏まえ、今後の団体の業務の着実

な推進を通じて公益的役割を果たしていくこと。併せて、長期的な収支予測の

策定や自主的な収益の向上を検討し、より安定した経営に向けた取組を進める

こと。 

 
②団体経営の方向性及び協約案の概要 

団
体
経
営
の
方
向
性
及
び
協
約
案
の
概
要 

団体経営の方向性 

（団体分類） 
引き続き経営の向上に取り組む団体 

協約期間 平成 28～29 年度 

協
約
の
内
容
（
主
要
目
標
） 

公益的使命の

達成に向けた

取組 

①指定管理業務における事業計画の効率的な執行  ⇒ ㉙実施 

②自社所有建築物耐震化率の向上 

㉗：96.2％  ⇒  ㉙：100％ 

財務の改善に

向けた取組 

①自己資本比率の向上 

  ㉗：47.6％  ⇒  ㉙：50％以上 

②資金調達の多様化 

  ㉗：BCM 格付融資  ㉙：新たな資金調達方法の導入 

業務・組織の 

改革 

①役員ポストの削減 ⇒ ㉙：役員３名削減 

②人材育成ビジョンの見直し ⇒ ㉙：実施 

 

【添付資料】 

 (1) 団体経営の方向性及び協約 総合評価シート（港湾局所管団体部分）（別紙１） 

(2) 団体経営の方向性及び協約に関する答申（港湾局所管団体部分）（別紙２） 

(3) 団体経営の方向性及び協約案（港湾局所管団体部分）（別紙３） 

 

【参考】横浜市外郭団体等経営向上委員会等について 

  経営向上委員会概要 

設置根拠 横浜市外郭団体等経営向上委員会条例（平成 26 年９月 25 日施行） 

設置目的 
外郭団体等のより適正な経営の確保を図るとともに、外郭団体等に関して適

切な関与を行うため 

委 員 

（任期 2年） 

大野 功一 （関東学院大学 経済学部教授）【委員長】 

遠藤 淳子 （遠藤淳子公認会計士事務所 公認会計士） 

大江 栄  （エフ・ブルーム（株）代表取締役 中小企業診断士） 

鴨志田 晃 （横浜市立大学 学術院国際総合科学群経営学コース教授） 

田辺 恵一郎（プラットフォームサービス（株）代表取締役会長） 

ちよだﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑｽｸｴｱ（官民連携による中小企業者のﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾐｭﾆﾃｨ施設）運営会社を経営 

設 置 平成 26 年 10 月 21 日 

所掌事務 

１ 外郭団体等のより適正な経営を確保するための仕組み及び外郭団体等に

対する市の関与の在り方に関すること 

２ 外郭団体等の経営に関する方針等及びその実施状況の評価に関すること 

３ 外郭団体等の設立、解散、合併等に関すること 

４ その他外郭団体等に関し市長が必要と認める事項 
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